
賃金の状況  

○一般労働者の男女比及び賞与等を含む年収（平成19年賃金構造基本統計調査より）  

産業計   

小売業   60．了   4，641．2   32．0   2，898．0  

産  

業  
飲食店   64．9   4，090．4  35．1   2，522．6  

別  宿泊業   58．0  3．883．9  4Z．0   2，560．7  

社会保険・社会福祉・介護事業   26．3   4，191．1   73．7  3，282．6  

サービス業   66．9   5．091．5   33．1   3，189．4   

看護師   6．0   4，474．7   94．0   4，561．8  

准看護師   7．2   3，953．8   92．8   3．964．0  

保育士   5．0   3，557．1   95．0   3，224．0  

ケアマネージャー   22．8   
職  

種  
ホームヘルパー   17．8   

別  福祉施設介護員  29．5   

百貨店店員  2臥7   4，376。7   71．3   2．869．7  

販売店員（百貨店店員を除く）   48．7   3．76臥5   51．3   2，556．1  

ス鵬パー店チエツカー   9．1   2，980．0   90．9   2．220．6  

給仕従事者   33．8   3，280．0   66．2   2，339．2   

（出典）平成19年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）  

（注1）一般労働者とは、短時間労働者以外の労働者をいう。  
短時間労働者とは、1日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い又は1日の所定労働  

時間が一般の労働者と同じでも1週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者を  

いう。  

（注2）サービス業とは専門サービス業、学術・開発研究機関、洗濯・理容一美容・浴場業、そ  

の他の生活関連サービス、娯楽業、廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、物品賃  
貸業、広告業、その他の事業サービス業、政治・経済・文化団体が含まれる。  

（注3）福祉施設介護員は、児童福祉施設、身体障害者福祉施設、老人福祉施設その他の福祉施  
設において、介護の仕事に従事する者をいう。49   



福祉人  のポイント  

○キャリアと能力に見合う給与体系の構築、適切な給与水準の確保、給与水準一  

事業収入の分配状況等の実態を踏まえた適切な水準の介護報酬等の設定、介  
護報酬等に科ナる専門性の高しi人材め評価の在り方検討  

0労働時間の短縮の推進、∴労働関係法規の遵守、健康管理対策等の労働環境  
の改善  

○新たな経営モデルの構築、介護技術等に関する研究■普及 等  

労働環境の  

整備の推進  

○施設長や生活相談員等の琴格要件の見直し等を通じた従業者のキャリアパス  

の構築や研修体系  

○従事者のキャリアパスに対応した研修体系の構築  

○経営者間のネットワークを活かした人事交流による人材育成 等  

キャリアアップの  

仕組みの構築  

福祉・介護サービス   

の周知■理解  

0‥教育機隈等によるボランティア体験の機会の提供  

○職場体験、マスメディアを通じた広報活動等による理解の促進 等  

潜在的有資格者等   

の参入の促進   

○潜在的有資格者等の実態把握／福祉人材センター等による相談   

体制の充実／無料職業紹介等による就業支援・定着の支援 等  

○㌧高齢者への研修、障害者への就労支援等を通じた高齢者などの参入・参画  

の促進 等  

多様な人材の  

参入・参画の促進  
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虐待防止一権利擁護   
（参考資料）  
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第1粂 この法律は、障害者基本法（昭和45年法律第84号）の基本的理念にのっとり、（中略）障害の有無にかかわらず国民が相互  
に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。  

市
町
村
の
責
務
 
 

第2条市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、この法律の実施に開し、次に掲げる責務を有する。  
三 障害者等に対する虐待の防止及びその早期発見のために関係機関と連絡調整を行うことその他障害者等の権利の擁護の   

ために必要な援助を行うこと。  

第42条  

3 指定事業者等は、障害者等の人格を尊重するとともに、この法律又はこの法律に基づく命令を遵守し、障害者等のため息実に  
その職務を遂行しなければならない。  

第43条  

2 指定陣幸者福祉サービス事業者は、厚生労働省令で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び運営に関する基準に  
従い、指定障害福祉サービスを提供しなければならない。   
※ 当該基準において、①利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、その職員に  
対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなければならない、②サービスの提供に当たっては、利用者又は地の利用者の生命又は   
身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行ってはならない等としている。  

0 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成17年法律第124号）  
附 則  

第2条第2項高齢者以外の看であって精神上又は身体上の理由により養護を必要とするものに対する虐待の防止等のための制度に   

ついては、速やかに検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。   



E参考〕  
高齢者虐待防止法の概要  平成18年4月1日施行  

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」  

」 捻則   

○ 高齢者虐待の定義の明確化   

○ 国及び地方公共団体、国民の責務  

酪施設従事者等による高齢者虐待の  

齢者虐待に係る市町村への通報義務  高   ○ 養介護施設従事者等による  

○ 通報を受けた市町村から施設等を担当する都道府県への報告  

○ 虐待防止一高齢者保護のための老人福祉法・介護保険法による指導  

監督権限の適切な行使  
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「高齢者虐待」の定義  

1養護者が高齢者に行う次の行為   

①高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある  

暴行を加えること。   
②高齢者を蓑琴させるような著しい減食又は長時間の  

放置、同居人による（D、③、④と同様の行為の放置など  
養護を著しく怠ること。   

③高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応   

その他の高齢者に著しい心理的外傷を与える言動を  

行うこと。   

④高齢者にわいせつな行為をし、させること。  
2′養護者・親族が高齢者の財産を不当に処分するなど高齢  

者から不当に財産上の利益を得ること。  
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高齢者虐待防止法に基づく通報、対応等について  

介護施設、居宅サ血ビス等の従事者による高齢者虐待  家族等の養護者による高齢者虐待  

（法第21条  

2項・3項）  

虐待発見者  

く法第21条1項）   

虐待発見者  

＝施設従事者等  

（法第21条4項）  

被虐待高齢者  
（法第7条）  

虐待発見者  

（法第9条）  

被虐特高齢者  

市
 
町
 
村
 
 

（法第24条）  

○虐待防止・高齢者保護  

→介護保険法の権限の行使   

〔介護保険法〕   

■報告徴収、立入検査   
一勧告、措置命令、指定取消等  

等を受け  権限の行使  

綾部道府県に  

簑
介
護
施
設
・
従
事
者
等
 
 
 

○相談、指導、助言等  

（法第24  

0虐待防止■高齢者保護  
→老人福祉法・介護保険法の権限の行使  

権限の行使  
人福祉法〕  

、事業停廃止命令、  告撤収、  

認可取消  

保険法   

、措置命令、指定取消等  

（法第25条）従事者による虐待の状況等の公表  
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与党障害者自立支援に関するプロジェクトチーム報告書  

（平成19年12月7日）  

（抜粋）  

Ⅲ 見直しの方向性  

5 サービス体系の在り方  

○ 障害者に対する虐待の際の対応の明確化を図るなど、障害   

者の虐待の防止等のための制度について検討。  
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日常生活自立支援事業  
（平成18年度までは地域福祉権利擁護事業）  

E概要ヨ   

判断能力の不十分な人であっても福祉サービスの利用が適切に利用できるよう助け、これに伴う日常的金銭  
管理等をあわせて行う。  

E現在、セーフティネット支援対策等事業費補助金のメニュ鵬事業として実施。］   

監実施主体】   

都道府県社会福祉協議会又は指定都市社会福祉協議会。ただし、事業の山部を市区町村社会福祉協議会  
（基幹的社協※）等へ委託することができる。   
平成19年度末現在の基幹的社協等は624カ所。  

※ 基幹的社協とは、事業の榊部を委託されている市区町村社会福祉協議会をいう。  

【対象帝】   

判断能力が不十分な看であり、かつ本事業の契約の内容について判断し得る能力を有していると認められる者。   

監事業の具体的内容】   

① 福祉サuビスの利用援助。   
② 苦情解決制度の利用援助。   
③ 住宅改造、居住家屋の賃借、日常生活上の消費契約及び住民票の届出等の行政手続に関する援助等   
④ ①～③に伴う援助として「預金の払い戻し、預金の解約、預金の預け入れの手続等利用者の日常生活費の  

管理（日常的金銭管理）」「定期的な訪問による生活変化の察知」   

監事業の実施状況】   

平成19年度対象者別契約状況は、  
知的障害者が1，211人（全体の約14％）  
精神障害者が1，386人（全体の約16％）となっている。（全国社会福祉協議会調べ）  
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日常生活自立支援事業  

出典：厚生労働省社会一援護局地域福祉課  
58   
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日常生活自立支援事業における援助のプロセ呆  

＝＝＝＝章  
■こ 
■・・  ＝＝＝＝茎  

什警l儒   
生活支援員  

（契約上の対応）  

プラン   垂…サ叩ビス提供竜：モニ列ング  
l l  
l 1  
1 1  
1 l  

アセスメント  

59  出典：厚生労働省社会・援護局地域福祉課   



成年後見制度①  

【概要】   

認知症、知的障害、精神障害などにより物事を判断する能力が十分でない方について、本人の権利を  
守る援助者（「成年後見人」等）を選ぶことで、本人を法律的に支援する制度  

【対象者】   

精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者、精神上の障害により事理を弁識する能  
力が著しく不十分である者及び精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分である者  

【事業の具体的内容】  

財産目録の作成及び  

今後め予定の策定   cク  

⊂＝＝ラ  

⇒  

‘’ ニ  

成年後見人  

一定の時期に  

衰庭裁判所への報告  

家庭裁判所の求めに応じて、成年後見人として行った仕事の  

報告をし、助言や指導を受ける  

i頚  日々の生活における   

本人の財産管理  
本人の預金通帳などを管理し、収入や支出の記録を残す  

本人に変わっての   

契約締結  

介護サービスの利用契約や、施設への入所契約などを  
本人に代わって行う  

【制度の実施状況】   

平成19年度における申立件数は、後見開始が21，297件、保佐開始が2，298人、補助開始が967件。  
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成年後見制度②  

後見開始  

申立件数  

㊥平成19年度における申立件数は、   
後見開始の審判が、21，297件（対前年度比約28％減少）   
保佐開始の審判が、2，298件（対前年度比約13％増加）   
補助開始の審判が、967件く対前年度比約13％増加）   
となっている。  

保佐開始  

補助開始  

0  5000 10000 15000  20000  25000  30000  35000 件  

終局事件総数  

財産管理処分  

遺産分割協護  

訴訟手続等  

介護保険契約  

身上監護  

その他  

申立ての動機別解戯  

㊥主な申立ての動機としては、財産管理処分が最も多く、   
次いで身上監護となっている。  

0  5000   10000   15000  20000  25000  30000 件   

出所：「成年後見関係事件の概況～平成19年4月から平成20年3月～」  

最高裁判所事務総局家庭局  61  




